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１

• 交渉の結果、日本以外の11カ国で工業製品の99.9％の関税が撤廃されることになりました。さらに、投資
ルールの強化、通関手続の迅速化、知的財産保護などのルールが決められました。

• 工業製品の輸出だけではなく、サービス、金融、インフラなど幅広い分野で我が国企業等の海外展開が後押し
されます。コンビニなどサービス業の出店規制が緩和（ベトナムでコンビニ、スーパーの２店目以降の出店審
査制度が発効５年後撤廃、マレーシアのコンビニへの外資出資規制が上限３０％に緩和）され、農業者にとっ
ても販路拡大の新たなチャンスとなります。

ＴＰＰ協定は日本にとってどういうメリットがあるの？ （１／２）

新たな
経済成長

日本
→人口減少

＜政府試算＞
GDPを2.6%～
2.7%（約14兆
円※）押し上げ

○自由で公正な巨大市場を作り出します
• ＴＰＰは、関税の削減・撤廃だけでなく、サービス、投資の自由化を進め、幅広い分野で新しいルールを決め、

アジア太平洋に世界のＧＤＰの約４割、人口８億人という自由で公正な巨大市場を作り出していくものです。
人口減少が見込まれる日本にとって、新たな成長が期待されます。

○我が国企業等の海外展開を後押しします

ＴＰＰ

■通関手続きの迅速化

■投資ルールの強化の例
• 投資受入国が投資家に以下のような措置を要求することを禁止

＜ＴＰＰ協定で定められるルールの例＞

一定の物品・
サービスの輸出

一定の現地調達
の達成

自国内で生産さ
れた物品の購

入・使用

特定の技術・知
識の移転

＜貨物＞
可能な限り到着後４８時間以内

に引取りを許可

＜急送便＞
税関書類の提出後６時間以内に

引取りを許可

⇒海外納入先への納入遅延リスクを軽減。
※2014年度の実質ＧＤＰ524.7兆円より換算
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• 交渉の結果、我が国の輸出を支える工業製品について、日本から参加11カ国への輸出額（約19兆円）の99.9％の
関税が撤廃されることになりました。このうち品目数で86.9％、貿易額で76.6％の関税が即時撤廃されます※。

ＴＰＰ協定は日本にとってどういうメリットがあるの？ （２／２）

○貿易・投資拠点としての魅力が向上します
• 中国、韓国を含めた各国は、多くの国とＦＴＡ（自由貿易協定）を結んでいます。貿易総額に占めるＦＴＡ締結

国との貿易額の割合、いわゆるＦＴＡカバー率は、現在、日本は主要国に比べて低い状態です。このままではＦ
ＴＡカバー率の高い国へ産業拠点が移転する空洞化が懸念されます。

• しかし、ＴＰＰ協定によってこの割合が大きく向上し、貿易・投資の拠点としての魅力を高めることにつながり
ます。

○関税撤廃で輸出が拡大します

○消費者は様々な商品を安く、安心して手に入れることができます
• ＴＰＰ協定により、消費者は、域内の様々な商品を、安く、手軽に、安心して手に入れることができるようにな

ります。（日本の関税減少額は、初年度で９６０億円、最終年度で２,０７０億円）

ＦＴＡカバー率向上

我が国製造業の国内・国外設備投資

出典：経産省「海外現地法人四半期調査」、 財務省「法人企業統計」

海外設備投資

国内設備投資

TPPによるFTAカバー率の向上 貿易・投資拠点として
の日本の魅力向上

日本への対内直接
投資の促進

 新たなイノベーション
の創出

 地域経済の活性化

＜対米国の主な合意内容＞
・家電：ビデオカメラ（現行税率2.1%）を即時撤廃
・化学：プラスチック製品（現行税率2.1%～6.5%）を即時撤廃

＜対豪州の主な合意内容＞
・輸出の約５割を占める、乗用車、バス、トラック（現行税率

5.0%）の新車は、輸出額の100%を即時撤廃

※数値は2010年1月時点の
国内細分に基づき計算



•
• ○ また、これまでの「原産地規則」のルールでは、海外の工場に部品などを供給する企業は、そ

の国で生産をすることを余儀なくされるケースがありましたが、交渉の結果、ＴＰＰ締約国１２カ国で
あれば、どこで製造や組み立てをしても、「メイドインＴＰＰ」として、関税引き下げのメリットを受ける
ことが可能となります。したがって、部品などを供給する中堅・中小企業は、わが国に「居ながらに
して」海外展開をすることが可能となります。

•
• ○ さらに、ＴＰＰ協定には、金融機関の海外展開を後押しする内容が含まれていますが、日本の

金融機関の海外展開が進めば、中堅・中小企業にとっても、海外でのビジネスが行いやすくなりま
す。

•
• ○ 政府としても、・・・

•

ＴＰＰ協定で利益を受けるのは輸出関連の大企業だけでは？

• ＴＰＰ協定には、これまで海外展開を躊躇してきた中堅・中小企業にとってこそ、大きなメリットとなる様々な
内容が盛り込まれています。

• 投資や知的財産を守るためのルールの明確化、電子商取引の促進、税関手続の迅速化や簡素化などは、中堅・中
小企業の海外展開に係るリスクを大幅に軽減するものです。

• さらに、取引先のメーカーの輸出が拡大することで下請け企業の製品の受注拡大が期待されます。

３

○中堅・中小企業にとってこそメリットとなります

○日本に「居ながらにして」海外展開が可能となります
• ＴＰＰ締約国であれば、どこで製造や組み立てをしても、「メイドインＴＰＰ」として、関税引き下げのメリッ

トを受けることが可能となります。ＴＰＰ参加国にある組立工場に、我が国から部品が輸出しやすくなります。
• 政府は、ジェトロや中小機構等の支援機関を結集して、「新輸出大国コンソーシアム」を設立し、中堅・中小企

業に対して、現地での商談のサポート等の支援をワンストップで行うことにしています。（2016年１２月９日
時点で全国各地の２，５００社以上の企業に対し支援を開始しています。）

＜中堅・中小企業への支援＞ ＜ＴＰＰ発効を視野に、ビジネス拡大を検討する中小企業＞

(株) 共進（長野県、自動車部品メーカー）

独自の金属接合技術を活かし、フランジ付
シャフトなどの自動車部品を製造する精密
金属加工の専門メーカーとして活動。日本
から北米への自動車部品の輸出拡大を計画。

(株) ソトー（愛知県、毛織物製造業）

ＴＰＰ協定の発効を見据
え、ベトナム繊維企業と
業務提携。日本でデザイ
ンや商品企画を実施し、
労働コストの低いベトナ
ムで縫製。ＴＰＰ協定に
より米国の繊維関税が撤
廃されるので、ベトナム
から米国へ輸出。今後、
原産地規則を満たす供給
網の実現を目指す。



４

• ＴＰＰ協定の第１４章（電子商取引章）には、
締約国はオンライン取引での詐欺的な行為等
を禁止する法令を制定・維持することなどが
規定されています。

• ＴＰＰ協定が発効すれば、消費者が、ＴＰＰ
締約国の事業者とのオンライン取引を安心し
て行うことができる環境が整備され、消費者
の保護につながります。

ＴＰＰ協定は消費者にとってどういうメリットがあるの？（１／２）

○安心してオンライン取引が出来る環境が整備されます

○様々な商品を安く、安心して手に入れることができます
• ＴＰＰ協定により、消費者は、域内の様々な商品を、安く、手軽に、安心して手に入れることができるようにな

ります。（日本の関税減少額は、初年度で９６０億円、最終年度で２,０７０億円）

消費者の選択肢の多様化
⇒消費生活がより豊かに

ＴＰＰ協定によって域内の様々な商品を、安く、
手軽に、安心して手に入れることが可能に

世界における企業と消費者間の電子商取引の市場規模予測



５

ＴＰＰ協定は消費者にとってどういうメリットがあるの？（２／２）

○自分の携帯電話を海外で使う際の料金の引き下げに向けた
動きが加速されます

• ＴＰＰ協定第１３章（電気通信章）には、携帯電話の国際ローミング（自分の携帯電話で海外の通信サービスを
利用することができるサービス）に関して、合理的な料金となるよう、締約国が協力に努めることが規定されて
います。

• これにより、従来から政府で進めてきた国際ローミング料金の引き下げに向けた二国間協議を加速させることが
できます。

○商標を手がかりに安心して商品を購入できるようになります

• ＴＰＰ協定の第１８章（知的財産章）において、締約国は、商標に関する国際約束の締結が義務づけられていま
す。こうした国際約束により、日本の特許庁を通じて、複数国への出願が一括して行うことが可能になるなど、
企業による商標権の取得が容易となり、安心して商標を使用することができるようになります。

• 消費者にとっては、商標を手がかりに安心して商品やサービスを購入することができるようになります。

オーストラリア マレーシア シンガポール

Ａ社 １２８０円
（最大30MB）

９８０円
（最大30MB）

９８０円
（最大30MB）

Ｂ社 ９８０円 ９８０円 ９８０円

Ｃ社 １９８０円
（最大25MB）

１９８０円
（最大25MB）

１９８０円
（最大25MB）

オーストラリア
1豪ドル＝84.9円

マレーシア
1MYR=25.8円

シンガポール
1SGドル=80.3円

Telstra ８４９円
（最大75MB）

CELCOM ９８０円 SingTel ２００８円

Optus ８４９円
（最大50MB）

MAXIS ９８０円
（最大500MB）

StarHub ２００８円

Vodafone ４２５円 DiGi ９２５円 M1 ２００８円

＜日本の事業者の国際ローミング料金例＞
※データ定額プランを利用した場合の料金（１日当たり）

＜海外事業者の日本での国際ローミング料金例＞
※データ定額プランを利用した場合の料金（１日当たり）

出典：事業者ＨＰ（平成28年12月現在）



＜内閣官房ＴＰＰ政府対策本部ホームページ＞
http://www.cas.go.jp/jp/tpp/naiyou/index.html

ＴＰＰに関する政府の情報開示は不十分では？

• ２０１５年１０月の大筋合意後、合意
内容に関する情報は、説明会やホーム
ページで全て公開しています。公開し
た資料は、合計約４，０００ページ以
上に及びます。国会議員の方々からの
資料要求等に応じて提出した資料は約
１，７００ページにのぼり、これらも
全て内閣官房のホームページで見るこ
とができます。

• 他方、外交交渉という性格上、交渉過
程での各国との具体的なやりとりを開
示すると、相手国との信頼関係が損な
われ、また、我が国の手の内をさらす
ことで今後の外交交渉に悪影響を与え
かねません。我が国の国益を守るため、
こうした交渉過程の開示は外交交渉と
いう性格上できないことは、ご理解を
いただきたいと考えています。

６

○合意内容に関する情報はすべて開示されています

http://www.cas.go.jp/jp/tpp/naiyou/index.html


米国のトランプ大統領によるＴＰＰからの離脱通知によって、
今後ＴＰＰはどうなるの？

７

【環太平洋パートナーシップ協定閣僚声明（仮訳）】２０１７年５月２１日 於：ベトナム・ハノイ

オーストラリア、ブルネイ・ダルサラーム、カナダ、チリ、日本、メキシコ、ニュージーランド、マレーシア、ペ
ルー、シンガポール、ベトナムの大臣及び副大臣は、アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）貿易担当大臣会合の際に、環
太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）について議論するため、本日会合を行なった。

出席した大臣ら（以下、各大臣）は、地域経済統合を促進し、参加国の経済成長見通しに積極的に寄与し、労働者、
家族、農業従事者、企業、そして消費者に新たな機会を創出する手段としてのＴＰＰの原則や高い基準を強調しながら、
ＴＰＰのバランスの取れた成果や戦略的・経済的意義を再確認した。

各大臣は、ＴＰＰの利益を実現する価値に合意し、そのために、各大臣は、原署名国の参加を促進する方策も含めた、
この包括的で質の高い協定の早期発効のための選択肢を評価するプロセスを開始することに合意した。

各大臣は、貿易担当の政府高官に、この評価の準備を進めるよう指示した。各大臣は、２０１７年１１月１０日、１
１日にベトナムのダナンで開催されるＡＰＥＣ首脳会合の際に大臣が会合を行う前に、この作業を完了するよう求めた。

また各大臣は、ＴＰＰの高い水準を受け入れる他のエコノミーを包含してＴＰＰを拡大していくとのビジョン（将来
展望）を併せて強調した。

これらの努力は、保護主義への懸念に応え、自由市場の維持、ルールに基づく国際貿易体制の強化、世界の貿易の拡
大、生活水準の向上に貢献するであろう。

○ＴＰＰの早期発効のための選択肢の検討を１１月のＡＰＥＣ
首脳会合までに完了させることとしています

• ２０１７年５月にベトナム（ハノイ）で開催されたＴＰＰ閣僚会合において、米国を除くＴＰＰ署名１１ヵ国が、
ＴＰＰの将来に向けた今後の方向性等について意見交換を行い、閣僚声明を発出しました。

• 閣僚声明には、
 ＴＰＰの戦略的・経済的意義を再確認し、ＴＰＰの早期発効を追求すること、
 そのために、米国の参加を促進する方策も含めた今後の選択肢の検討を政府高官に指示すること、
 選択肢の検討は、１１月のＡＰＥＣ首脳会合までに完了させること、
等が盛り込まれました。



ＴＰＰ協定の農林水産物の合意内容は、国会決議違反では？

• ＴＰＰ交渉にあたっては、国内生産に影響が出ないよう品目ごとに中身を一つ一つ精査し、多くの関税撤廃の例外を確保しました。
• 特に、農産物の重要５品目（コメ、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物）を中心に、コメの国家貿易制度などの基本的な制度を

維持するとともに、関税割当てやセーフガードの創設、長期の関税削減期間を確保しています。

８

日本 米国 カナダ 豪州 ＮＺ
シンガ
ポール

メキ
シコ

チリ ペルー
マレー
シア

ベト
ナム

ブル
ネイ

全品目 95% 100% 99% 100% 100% 100% 99% 100% 99% 100% 100% 100%

農林水産物 82% 99% 95% 100% 100% 100% 97% 98% 97% 100% 99% 100%

＜各国の関税撤廃率（品目ベース）＞

（注１）日本以外の国の農林水産物については、国際的な商品分類（HS2012）において1～24、44及び46類に分類される農林水産物であって、農林水産省所管品目とは一致しない（日本の
ライン数には含まれていない財務省所管の酒・たばこ類が含まれる）。

（注２）大筋合意時に用いていたHS2007による品目分類を、HS2012によるものに修正したことを踏まえ、平成28年２月29日に数字を更新（関税に関する合意内容が変わるものではない）。

＜衆・参 農林水産委員会による決議（抜粋）＞
一 米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物などの農林水産物の重要品目について、引き続き再生産可能となるよう除外

又は再協議の対象とすること。十年を超える期間をかけた段階的な関税撤廃も含め認めないこと。
八 交渉を進める中においても、国内農林水産業の構造改革の努力を加速するとともに、交渉の帰趨いかんでは、国内農林水

産業、関連産業及び地域経済に及ぼす影響が甚大であることを十分に踏まえて、政府を挙げて対応すること。

他国に比べ多
くの関税撤廃
の例外を確保

○関税撤廃の例外をしっかり確保しています

○いち早く国内対策の検討に着手し実行しています
• 大筋合意後は、現場の不安に応え、農家の経営をしっかり守るため、いち早く国内対策の検討に着手し、実行しています。さらに、

中長期的な農業の体質強化を図るため、交渉で獲得した措置とあわせ、十分な予算を確保し、意欲ある生産者が安心して経営に取
り組めるよう、万全の対策を講じていきます。対策の財源については、「政策大綱」※に即し、政府全体で責任を持って毎年の予
算編成過程で確保していきます。 ※「総合的なTPP関連政策大綱」（平成27年11月25日TPP総合対策本部決定）

• 例えば、コメについては、備蓄運営の見直しにより影響を与えないようにしています。牛・豚肉のマルキンの法制化・拡充により
安心して畜産経営が行えるようにしています。産地パワーアップ事業の新設と畜産クラスターの拡充などにより経営発展を図るこ
ととしています。

関税撤廃の例外措置、国内対策を実態に即して総合的に見れば、
国会決議の趣旨に沿っているものと評価していただけると考えています。



重要５品目 関税撤廃
の例外

関税撤廃

５９４ ４２４ １７０

農産物の重要５品目でも関税を撤廃したものがあるのでは？

• 農産物の重要５品目（コメ、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物）の５９４タリフライン（関税上の品目
の細分類）のうち、４２４タリフラインについて関税撤廃の例外を勝ち取りました。

• また、撤廃した１７０タリフラインについては、以下の基準を総合的に勘案してタリフラインごとに一つ一つ
精査し、実質的に影響がないものに限っています。

• 合意内容については、各品目の一部の点でみるのではなく、品目ごとに、交渉で獲得した、関税割当、セーフ
ガード、関税削減、長期の関税撤廃等の措置、さらには、２０１５年１１月にとりまとめた「政策大綱」に基
づく措置を総合的に見て評価する必要があると考えます。【次ページ「コメの合意内容」参照】

９

○個別に一つ一つ精査し、品目全体として影響が出ないよう
にしています

＜関税撤廃した農産物の例＞
＜重要５品目の交渉結果＞

①輸入実績が
少ないもの

無処理脱脂
乳

生鮮品のため長期間の輸
送が困難

カッサバ芋
タピオカでん粉の原料と
して輸入しても経済的に
合わない

②国産農産品との
代替性が低いも
の（外国産農産品が国

産農業品と置き換わる可
能性が低いもの）

牛タン
国産が少なく需要をまか
なえていない

米のビーフ
ン

国産米による製造はほと
んどない

③撤廃が生産者の
メリットとなる
もの

繁殖用母豚
子豚の生産農家にとって
安い母豚の輸入はコスト
削減につながる



ＴＰＰ協定によって輸入米が増加して、米価が下がるのでは？

• この国別枠で輸入される数量に相当する国産米を政府が備蓄米として買い入れます。これにより、主食用米の需給・価
格に影響を与えません。

• 現在でも、輸入米は安価な国産米が少ない場合に補完的に使われており、国産米の価格水準を見据えながら販売が行わ
れている実態にあることから、SBS米が国産米の価格に影響を与えるものではありません。国別枠の数量も国産米の約
１％と限られています。

○国別枠の輸入量に相当する国産米を備蓄米として買い入れ
⇒ 需給・価格に影響を与えません

○交渉の結果、高関税が維持されました
• コメは、３４１円／ｋｇ（１俵で約２万円、従価税換算で７７８％※１ ）の高関税には手をつけず維持されました。
• 国家貿易の下で新たに米国、豪州に、ＳＢＳ方式※２による国別枠（合計で１３年目以降最大７．８４万㌧：日本の

生産量の約１％）が設定されますが、これは単なる輸入枠であって、全量輸入は義務ではありません。

※１：1999-2001年の輸入価格及び国際価格を基に算出。
※２：ＳＢＳ方式：国内の卸業者と輸入業者が事前にペアを組んで必要な輸入量を申し込む方式

ＴＰＰ
国別枠

(米国、豪州)

既存の
ＭＡ米

枠外輸入

国産米

国家貿易 民間貿易

関税341円/kg

77万トン
（うちSBS枠は10万トン）

備蓄米として買い入れ
⇒需給・価格への影響を遮断

約800万トン 最大7.84万トン

従来どおり
生産量の１％程度

（輸入義務は無し）
従来どおり

（現在ほとんど輸入実績なし）輸入相当量

＜コメの合意内容と対策＞

１０

従価税換算値：
778％（精米）

（注）ＷＴＯ農業交渉（’00
～）において、非従価税
の関税削減幅を決定す
るために、基準時（’99-
’01）の輸入価格及び国
際価格を基に算出された
数値。



ＳＢＳ米の価格が国産米の価格に影響するの？

○ＳＢＳ米が国産米の需給・価格に影響を与えている事実は
確認されませんでした

○関連事業者へのヒアリング
過去5年間にＳＢＳ米を落札した全業者を対象にヒ

アリングを行った結果、金銭のやりとりはある程度
あったことが確認されましたが、ＳＢＳ米の販売価格
を決定する際は、国産米価格の水準を主な考慮事項と
していることが明らかになりました。

○関連データの分析
毎月の国産米価格のデータを分析すると、ＳＢＳ入

札日の月と翌月で、国産米価格はほとんど変動してい
ないことも確認されました。

また、国産米の価格が比較的高い年はＳＢＳ輸入の
枠数量の全量が輸入されている一方で、国産米の価格
が低い年ほどＳＢＳ米の輸入量が減少しています。

○契約内容の改善
ＳＢＳの契約項目として、輸入業者と買受業者との

金銭のやりとりを行ってはならないことを明記すると
ともに、これに違反した場合、ＳＢＳ入札資格の停止
又は取消等の措置を講じることとしています。

＜国産米の価格とSBS落札数量の関係＞

１１

円/kg（精米ベース） 万実トン
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• ＳＢＳ入札に関して、民間事業者間の金銭のやりとりの報道があったことから、農林水産省が関連事業
者へのヒアリングや関連データの分析などを行い、調査結果を公表しました。
※ＳＢＳ方式：国内の卸業者と輸入業者が事前にペアを組んで必要な輸入量を申し込む方式。年間最大10万トンに限定するとともに、毎年

それを上回る政府備蓄米の買入を行っています。

国産米価格が高いほどＳＢＳの輸入量が多く、国産米価
格が安いほどＳＢＳの輸入量が少なくなっており、ＳＢ
Ｓ米の輸入が国産米の価格を押し下げているという状況
にはなっていません。

うち砕精米

2.0 2.7 1.60.42.01.01.7



１２

○輸出拡大の重点品目のすべてで、他の参加国から関税撤廃を
獲得し、今後さらなる輸出拡大が期待されます

• 交渉の結果、他の参加国から日本への輸入について、重要５品目を中心に農産物の約２割で関税撤廃の例外を獲得しました。
• 一方、日本から他の参加国への輸出については、牛肉、水産物、コメ、日本酒、茶、青果物等、農林水産物・食品の

輸出拡大の重点品目のすべてで関税撤廃を獲得しました。
• ＴＰＰ参加国は、日本の対世界輸出額の約３割を占める重要な市場であり、今後さらなる輸出拡大が期待されます。

また、諸外国の規制の緩和・撤廃のため、省庁横断でチームをつくり、相手国との動植物検疫協議を進めるなど、戦
略的に対処することとしています。

ＴＰＰ協定は農林水産物の輸出拡大につながるの？

1,983億円

27%

5,468億円

73%

ＴＰＰ
参加国

ＴＰＰ参加国
以外

日本の農林水産物・食品のＴＰＰ参加国への輸出割合

品目 主な合意内容

牛肉
米国で、現行の輸出実績の15～30倍相当の無税枠を獲得。
・関税：１５年目に枠外税率撤廃
・無税枠：１年目3,000㌧⇒14年目6,250㌧（輸出実績約200㌧）

水産物
近年輸出の伸びが著しいベトナムで、ブリ、サバ、サンマなど
すべての生鮮魚・冷凍魚について、即時関税撤廃。

日本酒 輸出額の多い北米（世界全体の約40%）で即時関税撤廃。

りんご
2015年9月に輸出が解禁されたベトナムで、協定発効後３年
目に関税撤廃。

味噌・
醤油

日本食レストランが大きく増えているＴＰＰ諸国で、即時～6
年目関税撤廃。
※TPP11カ国の日本食レストラン数

20,551店（2013年） ⇒ 31,237店（2015年）[1.5倍]

チョコ
レート

近年輸出が大きく増加している米国で即時～20年目、ベトナ
ムで5～7年目の関税撤廃。

切り花
近年輸出の伸びが著しい米国及び新興市場として今後輸出拡大
を狙うカナダで即時関税撤廃

0
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農産物 林産物 水産物

4,490
5,160

5,078 4,454
4,920

4,511 4,497
5,505

6,117

7,451（億円）

農林水産物・食品の輸出額の推移

（２０１５）

＋21.8%
（対前年比）

農林水産物・食品の重点輸出品目の主な合意内容



ｔ

自動車分野での米国との合意内容は日本にメリットがないのでは？

• 交渉の結果、対米国向けの自動車完成車、自動車部品の全てで関税撤廃を獲得しました。（自動車、トラック
の完成車はそれぞれ２５年目、３０年目で関税撤廃※。自動車部品の８割以上で関税の即時撤廃、１５年目に
全て撤廃。）

• 米国で販売される日本車の約７５％は北米で現地生産されており、完成車の生産に必要な自動車部品の関税撤
廃は産業界にとって大きなメリットです。対米国の自動車部品については米韓ＦＴＡを上回る結果です。

１３

○現地生産の多い日本車にとって自動車部品・完成車の双方
にメリットがある合意内容です

対米自動車部品は
８割以上の関税が

即時撤廃

乗用車の
関税撤廃

日本から
の輸出等

約１６５万台

北米での現地生産

約４９５万台
（約７５％）

＜日本メーカーの米国での販売台数＞

約６６０万台（全体）

＜自動車部品の関税撤廃率＞

品目数 輸出額

日米（ＴＰＰ） ８７．４％ ８１．３％

米韓ＦＴＡ ８３．０％ ７７．５％

※TPP交渉への参加前に日米間で、日本には一定の農産品、米国には自動車などセンシティビティがあり、米国の乗用車関税についてはTPP交渉における最長期間で
関税撤廃することを確認しました。こうした制約の下で、粘り強い交渉の結果、乗用車については最長期間である３０年から２５年目まで押し戻しました。

（２０１０年）

（２０１５年）



関税撤廃されなかった品目についても、協定発効７年後の再協議で
関税を全て撤廃させられることになるのでは？

• 我が国と豪州、カナダ、チリ、ＮＺ及び米国との間で、ＴＰＰ協定が発効して7年後以降に、相手国から要請
があれば、関税などについて協議する規定があります。ＴＰＰ協定に限らず、経済連携協定では、発効後の再
協議の規定が設けられることは珍しくありません。

• この規定は、あくまで「協議を行う」とされているだけです。協議の結果、関税を撤廃又は削減する方向で見
直すことまでは求められていません。万が一協議の結果、関税の見直しをすることになり、協定の改正が必要
となる場合には、再度国会の承認が必要となります。再協議を行ったとしても、日本の国益を害するものにつ
いて合意することはありません。

１４

ＴＰＰ協定 附属書二Ｄの日本国の関税率（抜粋）

９ （ａ）オーストラリア、カナダ、チリ、ニュージーランド又はアメリカ合衆国の要請に基づき、日本国及び当該要請

を行った締約国は、市場アクセスを増大させる観点から、日本国が当該要請を行った締約国に対して行った原産品の

待遇についての約束（この表における関税、関税割当て及びセーフガードの適用に関するもの）について検討するた

め、この協定が日本国及び当該要請を行った締約国について効力を生ずる日の後七年を経過する日以後に協議する。

再協議 関税撤廃・削減≠

○再協議を行ったとしても、日本の国益を害するものについ
て日本が合意することはありません



ＴＰＰ協定によって食の安全が脅かされるのでは？

１５

• ＴＰＰ協定で食の安全に関するものとして、輸入における食品検査や動植物検疫に関するルールを定める「第７
章 衛生植物検疫措置（ＳＰＳ）」があります。その内容は、日本がすでに締結しているＷＴＯ・ＳＰＳ協定の
ルール（各国が科学的根拠に基づき適切な措置をとること）を確認するものです。

• このため、ＴＰＰ協定発効後も、これまでＷＴＯ・ＳＰＳ協定において認められていたのと同様に、輸入食品に
対し我が国が必要と考える検査や規制を行うことができます。

• ＴＰＰ協定第７・４条では「この協定のいかなる規定も・・・各締約国が有する権利及び義務を制限するもので
はない」と明確に規定しており、この協定によって、我が国が制度の変更を求められることはありません。また、
我が国が必要な制度変更を行う場合に、新たな制約が加わるものではありません。

＜ＴＰＰ協定 第７章（衛生植物検疫措置）抜粋＞

第７・４条 一般規定
２ この協定のいかなる規定も、衛生植物検疫措置の適用に関する協定により各締約国が有する権利及び義務を制

限するものではない。

第７・９条 科学及び危険性の分析
２ 各締約国は、衛生植物検疫措置の適用に関する協定第五条の規定に基づく危険性の評価に関する締約国の義務

を認めつつ、自国の衛生植物検疫措置が関連する国際的な基準、指針若しくは勧告に適合していること又は自国
の衛生植物検疫措置が国際的な基準、指針若しくは勧告に適合していない場合には当該衛生植物検疫措置に合理
的に関連する記録された客観的で科学的な証拠に基づいていることを確保する。

○食品安全に関する現行制度は一切変更はありません

衛生植物検疫措置（ＳＰＳ）章
（第７章）

ＷＴＯのＳＰＳ協定に沿った内容
⇒ これまでどおりの検査や規制が可能



• ＴＰＰ協定第２章２７条に、バイオテクノロジーによる生産品について情報交換するために作業部会をつくること
が定められていますが、政策変更を求めるものではないことが明確に定められています。遺伝子組換え食品の安全
性審査の基準を緩和したり、新たに遺伝子組換え食品の輸入を認めたりすることが求められることはありません。

• 我が国では、食品衛生法により、食品安全委員会のリスク評価を経ていない遺伝子組み換え食品などの輸入、販売
等が禁止されています。基準に反した食品が流通しないよう、政府において、しっかりと監視指導が行われており、
引き続き輸入食品の安全性は確保されます。

＜ＴＰＰ協定 第２章（内国民待遇及び物品の市場アクセス） 抜粋＞

第２・27条 現代のバイオテクノロジーによる生産品の貿易
３ この条のいかなる規定も、締約国に対し、自国の領域において現代のバイオテクノロジーによる生産品を規制す

るための自国の法令及び政策を採用し、又は修正することを求めるものではない。

９ 締約国は、貿易に関連する事項であって現代のバイオテクノロジーによる生産品に関連するものについて情報交
換及び協力を行うため、ここに、農業貿易に関する小委員会の下に現代のバイオテクノロジーによる生産品に関する
作業部会（以下この条において「現代バイオテクノロジー生産品作業部会」という。）を設置する。現代バイオテク
ノロジー生産品作業部会は、締約国の政府の代表者によって構成されるものとし、それらの締約国は、農業貿易に関
する小委員会に対して現代バイオテクノロジー生産品作業部会に参加する旨を書面により通報し、及び現代バイオテ
クノロジー生産品作業部会に対する一又は二以上の自国政府の代表者を指名する。

１０ 現代バイオテクノロジー生産品作業部会は、次のことのための場を提供する。
(a) 締約国の法令及び政策に従うことを条件として、現代のバイオテクノロジーによる生産品の貿易に関連する事

項（効力を有する法令及び政策並びに法令及び政策の案を含む。）について情報を交換すること。
(b) 二以上の締約国間において、現代のバイオテクノロジーによる生産品の貿易について相互に関心を有している

場合には、協力を更に促進すること。
１６

○遺伝子組換食品に関する規制緩和は求められません

ＴＰＰ協定によって遺伝子組換え農産品の輸入が増えるのでは？

現代バイオテクノロジー生産品作業部会

情報交換・協力 規制緩和



１７

• ＴＰＰ協定では、食品表示等のルールを定める「第８章 貿易の技術的障害（ＴＢＴ）」があります。その内容
は、既存のＷＴＯ・ＴＢＴ協定に沿った内容であり、日本の現行制度はこれに整合しています。

• この規定の中に、食品表示などのルールを作る際に、我が国の関係者と同じように他国の利害関係者を検討に参
加させる規定があります。しかし、政策決定に当たって関係者から広く意見を聴取することは現在でもパブリッ
クコメント募集というかたちで一般的に行われています。こうしたパブリックコメントの募集をすれば、ＴＰＰ
協定に違反したことにはならず、我が国の食品表示などの制度を変更するものではありません。

＜ＴＰＰ協定 第８章（貿易の技術的障害）＞

第８・７条 透明性
１ 各締約国は、他の締約国の者に対し、自国の者に与える条件よりも不利でない条件で自国の中央政府機関による強

制規格、任意規格及び適合性評価手続の作成に参加すること（注）を認める。

（注）締約国は、例えば、利害関係者に対し自国が作成することを提案する措置について意見を提出するための合
理的な機会を与え、当該措置の作成において当該意見を考慮することにより、この義務を履行する。

○我が国の食品表示等の制度を変更するものではありません

ＴＰＰ協定によって食品表示について必要な規制ができなくなるのでは？

貿易の技術的障害（ＴＢＴ）章
（第８章）

ＷＴＯのＴＢＴ協定に沿った内容
⇒これまでどおり食品表示を求める

ことが可能



ＩＳＤＳ（投資家と国との間の紛争解決）手続を利用して、外国の投資家が提訴し、
国民皆保険、環境や食の安全に関する日本の制度が変更されるのでは？

• ＩＳＤＳは、ＴＰＰ協定の投資章で定められている義務（例えば、外国企業を自国企業と差別しない（内外無差
別）、正当な補償なしに財産を収用されない）などに国が違反し、投資家が損害を受けた場合に、仲裁廷※に損害
賠償又は原状回復に限って訴えることができるものです。投資家は制度の変更を求めるような訴えができるわけで
はありません。 ※投資家及び投資受入国がそれぞれ任命する仲裁人２名と両者の合意で任命される仲裁人１名の合計３名で構成

１８

• 環境や健康などの正当な目的のために必要かつ合理的な規制が妨げられないことは協定で明確に定められています。
こうした規制を理由にＩＳＤＳで国が賠償を求められることはありません。

• また、仲裁廷の権限外の訴えを迅速に却下する規定や、全ての事案を原則公開とする規定など、ＴＰＰ協定には、
安易な訴えを防ぐ規定が盛り込まれています。

• 投資先の国の政府が協定に違反し、これによって損害を被った場合に賠償させるというＩＳＤＳ手続は、むしろ、
日本企業が海外で安心してビジネスを行う上で重要なルールです。これまで、日本が締結したほとんどの投資協定
や経済連携協定（ＥＰＡ）にも盛り込まれているものです。

外国の
投資家

政 府
損害賠償・現状復旧

制度変更

協定違反で損害
を受けた場合

日本政府がＩＳＤＳ手続によって訴えられた事例 ⇒ ゼロ

○ＩＳＤＳによって国内の制度変更は求められません

○環境や健康を目的とした合理的な規制は妨げられません

○ＩＳＤＳは日本企業が海外で安心してビジネスを行うためのルールです



ＴＰＰ協定によって、地方の公共事業が外国企業に奪われたり、
学校給食に地元食材を使えなくなったりするのでは？

○外国企業が現状より公共事業に参入しやすくなるわけではありません

１９

■ＴＰＰ政府調達章における
地方公共団体の対象機関

WTO政府調達協定における適用基準額
（平成２８年度及び２９年度）

・物品等 ３，３００万円以上
・建設工事 ２４億７，０００万円以上
・建築技術サービス ２億４，０００万円以上
・その他のサービス ３，３００万円以上

都道府県 指定都市※

■地方公共団体が公開入札を行う基準額

ＷＴＯ政府調達協定と同じ

• ＴＰＰ協定第１５章（政府調達）の内容は、既に我が国が締結しているＷＴＯ政府調達協定と同じです。した
がって、現行の国内の調達制度を変更したり、指定都市※以外の市町村の公共事業などを外国企業に開放するも
のではありません。

※指定都市：大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸市、北九州
市、札幌市、川崎市、福岡市、広島市、仙台市、千葉市、さいたま
市、静岡市、堺市、新潟市、浜松市、岡山市、相模原市、熊本市

○地方公共団体の食料提供サービスは協定の対象外です
• ＴＰＰ協定１５章（政府調達章）の対象は、地方公共団体のうち都道府県と指定都市※に限られますが、これら

らの地方公共団体でも、食料提供サービスの調達は規定の対象外としています。
• 仮に、都道府県及び指定都市が、食料提供サービスを調達するかたちでなく、食材を購入する場合であっても、

一度に調達する食材の金額が３，３００万円以上となるもののみが対象となります。これは、我が国がすでに締
結しているＷＴＯ政府調達境協定の基準額と同じです。

学校給食への地元食材の優先使用が妨げられることは想定されません



ＴＰＰ協定によって国民皆保険制度に影響があるのでは？

• ＴＰＰ協定には、民間医療保険の拡大や混合診療の解禁といった我が国の公的医療保険制度の在り方そのものに
ついて変更を求める内容は含まれていません。

• なお、公的医療保険については、民間の保険事業に適用される金融サービス章（第11章）の規定は適用されない
こととなっています。また、我が国は、医療保険を含む社会事業サービス関係の制度について、投資（第９章）
や国境を越えるサービス貿易（第10章）といった分野で、外国企業と自国企業を差別しない（内外無差別）など
のルールを適用しないという留保をかけています。

２０

金融サービス章（第１１章）

投資章（第９章）
国境を越えるサービス章（１０章）

公的医療保険については適用なし

医療保険を含む社会事業サービス
関係の制度を将来にわたって

留保（適用なし）

○ＴＰＰ協定には、公的医療保険制度のあり方の変更を求め
る内容は含まれていません



２０１３年 ２月 日米首脳会談：日米共同声明を発表
３月 安倍総理「交渉参加」表明

４月 衆・参 農林水産委員会決議採択（次頁参照）
７月 日本が交渉参加（於：マレーシア・コタキナバル）

計12カ国：ＮＺ、シンガポール、チリ、ブルネイ、米国、
豪州、ペルー、ベトナム、マレーシア、メキシコ、カナダ、
日本

２０１３年８月～２０１５年７月
・ＴＰＰ首脳会合２回、ＴＰＰ閣僚会合８回
・日米首脳会談２回、日米閣僚協議５回

２０１５年 １０月５日 ＴＰＰ閣僚会合（於：アトランタ）にて大筋合意
１１月 「総合的なTPP関連政策大綱」策定

２０１６年 ２月４日 ＴＰＰ協定署名（於：NZ・オークランド）

１２月９日 国会においてＴＰＰ協定の承認、整備法案の可決成立（１２月１６日 公布）
２０１７年 １月２０日 寄託国ニュージーランドに対し、我が国の国内手続完了に関し通報

３月１５日 ＴＰＰ閣僚会合（於：チリ ビニャ・デル・マル）
５月２１日 ＴＰＰ閣僚会合（於：ベトナム ハノイ）

２１

（参考）我が国のＴＰＰ交渉の経緯

●安倍総理
“我々は国会決議を後ろ盾に、厳しい交渉を重ねたところでございます。いわば関税撤廃が原則であったわけで
ございますが、我々は、農産物においては二割の関税を、今までの例外を確保したところでございます。その意
味におきましては、他の国々はほぼ１００％になる中、我々は、この国会決議を背景に厳しい交渉をし、そして
二割の例外をかち取っているわけでございます。こうしたところから、我々は、この国会決議にかなうものであ
る、こう考えております。”（2016年4月18日 衆・TPP特別委員会）

“まだまだ不安を持っておられる方々がたくさんいらっしゃるのは事実でありまして、十分にその不安を解消し
得ていないことは私も総理大臣として申しわけない、こう思っています。これからもしっかりと、私たちの対策
がいかに農家にとって有効であるか、大切なものであるかということを説明しながら、不安を解消していくべく
汗を流していきたい、このように考えております。”（2016年10月17日 衆・TPP特別委員会）

日米の共同声明（抜粋）

「両政府は、日本が環太平洋パート
ナーシップ（ＴＰＰ）交渉に参加す
る場合には,全ての物品が交渉の対象
とされること・・・を確認する。」

「両政府は、最終的な結果は交渉の
中で決まっていくものであることか
ら、ＴＰＰ交渉参加に際し、一方的
に全ての関税を撤廃することをあら
かじめ約束することを求められるも
のではないことを確認する。」



＜第183回国会 （衆）（参）農林水産委員会 委員会決議＞ ※衆議院：2013年4月19日、 参議院：2013年4月18日

環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定交渉参加に関する件

本年三月十五日、安倍内閣総理大臣はＴＰＰ協定交渉への参加を表明し、四月十二日、ＴＰＰ協定交渉参加に向けた日米協議に合意した。
そもそも、ＴＰＰは原則として関税を全て撤廃することとされており、我が国の農林水産業や農山漁村に深刻な打撃を与え、食料自給率の低

下や地域経済・社会の崩壊を招くとともに、景観を保ち、国土を保全する多面的機能も維持できなくなるおそれがある。また、ＴＰＰにより食
の安全・安心が脅かされるなど国民生活にも大きな影響を与えることが懸念される。

これまで本委員会では、平成十八年十二月に「日豪ＥＰＡの交渉開始に関する件」を、平成二十三年十二月に「環太平洋パートナーシップ
（ＴＰＰ）協定交渉参加に向けた関係国との協議に関する件」をそれぞれ決議し、二国間、複数国間の経済連携協定が、我が国の農林水産業や
国民生活に悪影響を与えることがないよう、政府に十分な対応を求めてきたところである。

こうした中、本年二月に行われた日米首脳会談における共同声明では、「日本には一定の農産品、米国には一定の工業製品というように、両
国ともに二国間貿易上のセンシティビティが存在することを認識」したとしており、政府は、この日米首脳会談において「聖域なき関税撤廃が
前提ではない」旨確認したとして、ＴＰＰ協定交渉への参加を決断した。

しかしながら、我が国には一定の農産品以外にも、守り抜くべき国益が存在し、この確認がどのように確保されていくのかについても、その
具体的内容はいまだ明らかにされていない。そのため、各界各層の懸念はいまだに払拭されておらず、特に、交渉参加について農林水産業関係
者をはじめ、幅広い国民の合意が形成されている状況ではない。

よって政府は、これらを踏まえ、ＴＰＰ協定交渉参加に当たり、左記の事項の実現を図るよう重ねて強く求めるものである。

記

一 米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物などの農林水産物の重要品目について、引き続き再生産可能となるよう除外又は再協議の対象
とすること。十年を超える期間をかけた段階的な関税撤廃も含め認めないこと。

二 残留農薬・食品添加物の基準、遺伝子組換え食品の表示義務、遺伝子組換え種子の規制、輸入原材料の原産地表示、ＢＳＥに係る牛肉の輸
入措置等において、食の安全・安心及び食料の安定生産を損なわないこと。

三 国内の温暖化対策や木材自給率向上のための森林整備に不可欠な合板、製材の関税に最大限配慮すること。
四 漁業補助金等における国の政策決定権を維持すること。仮に漁業補助金につき規律が設けられるとしても、過剰漁獲を招くものに限定し、

漁港整備や所得支援など、持続的漁業の発展や多面的機能の発揮、更には震災復興に必要なものが確保されるようにすること。
五 濫訴防止策等を含まない、国の主権を損なうようなＩＳＤ条項には合意しないこと。
六 交渉に当たっては、二国間交渉等にも留意しつつ、自然的・地理的条件に制約される農林水産分野の重要五品目などの聖域の確保を最優先

し、それが確保できないと判断した場合は、脱退も辞さないものとすること。
七 交渉により収集した情報については、国会に速やかに報告するとともに、国民への十分な情報提供を行い、幅広い国民的議論を行うよう措

置すること。
八 交渉を進める中においても、国内農林水産業の構造改革の努力を加速するとともに、交渉の帰趨いかんでは、国内農林水産業、関連産業及

び地域経済に及ぼす影響が甚大であることを十分に踏まえて、政府を挙げて対応すること。

右決議する。

２２



＜第192回国会閣法第47号 附帯決議＞ ２０１６年１１月４日 （衆）TPP特別委員会

環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律案に対する附帯決議

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一 ＴＰＰ協定の内容及び効果について広く国民の理解を得て、その不安を払拭するため、引き続き情報提供を積極的に
行うとともに、わかりやすく丁寧な説明に努めること。

二 農林水産物の重要品目（米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物）について、経営安定及び安定供給のための万
全の対策をとること。日本の食文化を守るため、食育の推進に努めること。また、攻めの農林水産業への転換に向けて、
農林水産業の体質強化と競争環境の整備等の対策を講ずること。

三 ＳＢＳ米の入札に当たっては、不透明な金銭のやりとりにより国民の疑念及び農家の不安を招くことがないよう、調
整金に対応する必要な措置を講ずること。

四 残留農薬・食品添加物の基準、遺伝子組換え食品の表示義務、遺伝子組換え農作物の規制、ＢＳＥに係る牛肉の輸入
措置等において、科学的根拠や分別生産流通管理に基づく厳正な措置を講ずるとともに、加工食品の原料原産地表示の
拡大を通じ、食の安全・安心を確保すること。特に、遺伝子組換え食品の表示義務について、国民にとってわかりやす
いものとなるよう検討を加えること。また、必要な検疫・検査体制を確保すること。

五 輸出の拡大に向けて、国内産業の競争力強化対策を講じ、新たな市場開拓、グローバル・バリューチェーンの構築支
援策等を早急に具体化すること。特に、中小企業・小規模事業者のための相談・支援体制に万全を期すこと。

六 特許、商標、著作権制度の変更に当たり混乱が生じないよう、必要な措置を講ずること。特に、著作権制度の変更に
ついては、二次創作活動の萎縮を招くことのないよう、非親告罪化や法定損害賠償制度について、丁寧な説明に努める
こと。

七 ＴＰＰ協定の早期発効に向けて引き続き努力すること。また、国益を損なうような協定の再交渉には応じないこと。

２３
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